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日本企業の管理会計担当者の役割は変化しているのか
〜ビジネスパートナーとして事業の意思決定を支援する役割へ〜

池　側　千　絵

１．はじめに

　管理会計担当者は，海外ではManagement Accountants，Controllers，Financial Managers，FP&A 

（Financial Planning & Analysis）Managersなどと呼ばれ，企業組織内で業績目標達成や意思決

定の支援を行う。欧米企業の管理会計担当者の役割が変化していることは 1980 年代から多

く研究報告されている。昨今は，管理会計報告に必要な資料作成や情報提供をするだけでは

なく，経営・会計の専門知識に加えて業務知識や必要なソフトスキルも持ち，経営者・事業

責任者の価値あるビジネスパートナーとして，意思決定を支援することが期待されている。

　日本企業の管理会計担当者の役割は，欧米のように変化を期待され，実際に変化している

のであろうか。欧米企業と日本企業では，管理会計担当者の機能と組織体制が異なる。欧米

企業では，CFO（Chief Financial Officer）が率いるファイナンス部門内に，管理会計を担当す

る FP&A （Financial Planning & Analysis）部門と，財務会計を担当する経理財務部門が存在し，

CFOは両部門を統合した機能を担当して，経営陣の一人として企業価値の向上に貢献する。

一方，日本企業では，CFOまたは経理財務役員が担当するのは財務会計機能に限られる場合

が多い。管理会計機能は，経理財務部門だけでなく，経営企画部門，原価企画など，いくつ

かの部門に属する人々によって担当されている（加登ほか 2007, 53）。

　また，海外では，IMA（Institute of Management Accountants），CGMA（Chartered Global 

Management Accountants），AFP（Association for Financial Professionals），FP&A Trendsなどの

管理会計担当者を支援する資格試験や教育プログラム，情報サイトを運営している団体が複

数あり，管理会計担当者に関する調査レポート，スキル・模範となるコンピテンシーフレー

ムワーク（Competency Framework，行動特性指針）などが提示されている。

　日本では管理会計担当者をテーマにした論文は非常に少なく，福田（2005, 2006, 2007, 

2009）による数編の質問紙調査による研究と，Fujino（2017）による，海外の読者向けに日

本の管理会計担当者の現状と課題を紹介したレポートがあるにとどまる。また，日本には管

理会計担当者向けの広く知られる実務家団体や資格・運営団体はない。企業が法人として参

加している実務家団体の中に勉強会が設置されて，企業内で働く管理会計担当者が企業の代
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表または派遣者として団体の活動に参加することが一般的である。これは，IMA，CGMA，

AFPなどが主に個人の管理会計担当者を対象として活動しているのと比べると対照的であ

る。一方，実務分野においては，日本でも，コンサルティング会社，ソフトウェア開発企業，

研修団体等が，欧米の経理財務・管理会計担当者の役割変化の動向を紹介すると共に企業や

個人向けに役割変化の働きかけを行っており，調査レポートも多数存在する。

　欧米では管理会計担当者（Management Accountants，FP&A）という職業が確立されており，

彼らを支援する資格・教育・研究が発達している。その成果として，管理会計担当者の能力

が高められ，彼らの活動が企業業績の向上に貢献している可能性がある。筆者の研究の目的

は，日本企業の管理会計担当者の機能をプロフェッショナルとして向上させ，彼らが日本企

業の業績向上に貢献することを支援する方策を明らかにすることである。本稿では，海外の

管理会計担当者の役割変化の動向を概観したうえで，日本の管理会計担当者に役割変化が起

こっているのか，研究分野と実務分野の両方での整理を試みる。

２．海外における管理会計担当者の役割変化

　2. 1　ビジネスパートナーへの役割変化

　Goretzki et al.（2017a）が，各国の管理会計担当者の役割について，歴史的背景，現状，

変化の状況，今後の課題等をまとめている。その中で Krumwiede et al.（2017, 206‒207）

は，米国での管理会計担当者の最近の役割変化について記述している。それは，財務情報

だけでなく非財務情報も用いて，経営の意思決定に関与するビジネスパートナーとしての

Management Accountantsの姿である。ビジネスパートナーという言葉は，米国では Oliver 

（1991, 40‒42）によってはじめて使われ，CFOがより企業の戦略を担う役割へ変化している

ことを紹介した。その後，Siegel et al.（2003a, 2003b）など多くの研究者によって，管理会計

担当者のビジネスパートナーとしての役割変化が言及されている。

　Warren et al.（2017, 182）によると，英国の管理会計担当者は CIMA（Chartered Institute of 

Management Accountants）の管理会計士資格を取得することが多いことが報告されている。

CIMA（2014, 8）によると，「Management Accounting（管理会計）は，組織の心臓部にあり，

ファイナンスとマネジメントを結びつける。まとまりがなくわかりづらい課題を整理して解

決策を見出し，複雑な課題を簡潔にときほぐす。財務と非財務の情報を有効に使い，業績を

管理・改善して組織運営に必要とされる学問分野である。」と定義されている。

　2. 2　海外における管理会計プロフェッション団体による管理会計担当者の支援

　米国において，1919 年に設立された IMA（Institutes of Management Accountants）の役割は

大きい（Krumwiede et al., 2017, 208‒209）。IMAは，1972 年には CMA（Certified Management 
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Accountants）という管理会計担当者に特化した資格と，SMA（Statement of Management 

Accounting）という管理会計基準を発表し，米国の管理会計担当者の支援に大きな役割を果

たしている。

　英国の CIMAは 2012 年に AICPA（米国の公認会計士協会）と合弁し，CGMA資格認定を

開始している。図表 1に各団体の概要をまとめる。

【図表 1】管理会計担当者を対象とした欧米の団体

団体名 概要 資格
IMA Institute of Management Accountantsの略。米国に本部を

置く管理会計士協会。SMA（Statement of Management 
Accounting）をまとめている。

CMA資格（1972 年より）

CGMA Chartered Global Management Accountantsの略。2012 年
に AICPA（米国の公認会計士協会）と CIMA（英国の
管理会計士協会）が合弁

CGMA資格（2012 年より）

AFP Association for Financial Professionalsの略。米国に本部
を置く。毎年大規模のカンファレンスを開催。継続教
育とベンダー展示会の場となっている。

CTP（Treasuryの資格）（1986
年より）
AFP（FP&A資格）（2014 年よ
り）

FP&A Trends FP&A情報ウェブサイトと，世界主要都市での会合を
主催。2013 年に UKで設立。

なし

（出所）筆者作成

　IMAと CGMAが，管理会計担当者に必要なスキルと行動特性指針を設定して，Competency 

Frameworkとして発表している（CGMA 2019; IMA 2019）。AFPが発表している The FP&A 

Maturity Model（AFP 2019a）も，同様に管理会計担当者に必要なスキル・能力などを定義し

たものである。Competency Frameworkは，会計・財務・税務・戦略策定・ビジネス理解・リ

ーダーシップ等のソフトスキルなどの広い分野を網羅しており，最新のものでは，図表 2に

あるように，テクノロジー・デジタルスキルが追加されている。それぞれのスキルを基本か

ら中級，上級へのレベル別に詳細に示しているため，自分の習熟度がわかり，どのスキルを

習得して上級を目指せばよいかがわかりやすい。欧米の一部の企業では，これを研修や経験

のニーズを知る目的や，昇進基準として使われている。
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【図表 2】欧米の管理会計団体が発表しているコンピテンシーフレームワークとその大項目

団体名 IMA CGMA AFP

名称 コンピテンシー
フレームワーク（IMA 2019）

コンピテンシー
フレームワーク
（CGMA 2019）

FP&Aマチュリティ̶
モデル（AFP 2019a）

大項目 戦略策定と業績管理
レポーティングとコントロール
テクノロジーとアナリティクス
事業理解と業務知識
リーダーシップ
専門家としての倫理・価値

会計スキル
ビジネススキル
ピープルスキル
リーダーシップスキル
デジタルスキル

ファイナンスと事業理解
テクノロジーとデータ
人とチーム

（出所）筆者作成

　2. 3　ビジネスパートナーとしての役割を果たす指針

　同じく図表 1に示す団体からは，管理会計担当者が組織の業績向上に貢献する方法として，

ビジネスパートナーとしての役割を果たすための指針が発表されている。

①　CGMA（2018）は，“Building a Better Business, Together. Welcome to Finance Business Partnering”

というガイドを発表している。概要は次の通りである。

•管理会計担当者の役割は，会計・経営情報を提供し，専門家として意思決定の改善に貢

献することである。専門家としての厳格性，客観性，会計・分析のスキル，ビジネスの

理解をもって，CFOの影響をビジネス全体に及ぼす。

• Finance Business Partneringは，効率よく必要なデータやレポートを作成し，それに分析

やインサイト（洞察）を加えて情報を提供し，ビジネスを行うものに影響を与え，実際

に業績向上に貢献することである。

•会計・分析スキルに加えてビジネスの理解があり，そのうえで，ビジネスへの情熱と好

奇心を持って専門家として客観的に判断ができ，事業部にビジネスパートナーとして影

響を与える，といった資質とスキルが求められる。

②　AFP（2019b）は，“How FP&A Can Become A Better Business Partner”というガイドを発表

している。管理会計担当者が価値あるビジネスパートナーとなるための次のような方法を指

南している。

• FP&Aがビジネス担当者とよきパートナーシップを確立して，顧客本位の視点を持ち，

情報収集ができ，組織の戦略と合致した行動がとれ，組織のメンバーにアカウンタビリ

ティ（説明責任）を持たせることができ，インサイト（洞察）や価値あるアドバイスを

提供できるようになることを目的とする。そのためには，次のことが重要である。

•事業の場に身を置き，事業を知り，事業担当者とよい関係を作り，かつ独立した客観的

立場で，価値あるアドバイスができるようになること。
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• CFOの下に適切な FP&A組織を整備し，組織のミッションを確認すること。

•テクノロジーを使いこなして効率よく業務にあたること。

　管理会計担当者の新しい役割としてのビジネスパートナーへの変化は管理会計のプロフェ

ッション団体等から強く推奨されており，世界中で見られるものとされてはいるものの，そ

の変化はどの企業でも必ず起こるべきものなのか，必ず組織によい影響をもたらすと言える

のかという点も考慮する必要がある。

　Goretzki et al.（2017b, 262‒263）によると，管理会計担当者のビジネスパートナー化が進む

条件として，二つの環境変化が考えられる。一つめは，組織の分散化（Decentralization）に

よって管理会計担当者が事業部に配置されて事業部担当者との交流が増えること，二つめは，

会計システムの整備によって，標準化された会計データが直接事業部担当者に提供されるよ

うになり，管理会計担当者は今までレポートを作成して配布していた特権を失い，より価値

を生むアドバイザリー的な役割を担う必要に迫られるようになるということである。また，

管理会計担当者がビジネスパートナーとしての役割を持つことに関して，トップマネジメン

トがその便益を理解して推進することも条件としてあげられる。

　Burns et al.（2014, 42）は，ビジネスパートナーとしての役割変化に関して懸念点もいくつ

かあげている。管理会計担当者の，意思決定に関わるビジネスパートナーとしての業務をも

てはやすことにより，価値を生まないルーティンワークと考えられるレポート作成等の仕事

が軽んじられてしまうという課題や，事業部に近くなりすぎて，本来の会計専門家の独立し

た視点を失うリスクなどがある。

　2. 4　管理会計担当者の現状

　AFP et al.（2019）は，グローバルの管理会計担当者の現状と展望についてレポートをまと

めている。回答企業のうちわけは，北米が 53%，ヨーロッパが 12%，残りの 35%がアジア・

中南米・中東・アフリカなどであった。売上規模は $500 million（約 550 億円）未満が 50%，

$500 million以上 $1 billion未満が 13%，$1 billion以上が 37%であった。レポートの要約を以

下に示す。

1）ファイナンス組織の役割は伝統的なスコアキーパーから，意思決定の際の信頼のおけ

るアドバイザーとなるビジネスパートナーとしての役割に変化している。その変化をリ

ードしているのが FP&Aで，世界中の成熟したファイナンス組織の中で見られるように

なっている。その FP&Aの現状と課題・展望について調べるのがこの調査の目的である。

2）回答企業の 95%の FP&Aチームが CFO組織に属している（78%の FP&Aチームは経

理財務部門から独立して直接 CFOにレポートしており，残りの 17%は経理財務部門の

中にある）。4%は CEOに直接レポート，または事業部門に属している。
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3）FP&Aがビジネスパートナーとして貢献する時間を増やすため，ルーティンワークを

標準化してシェアードサービスに移転する動きが見られる。

4）FP&Aが担当している業務は図表 3のようになっている。予算管理・レポート作成な

どの管理会計のルーティンワークには回答企業の 70%以上の FP&Aが時間を割いてい

るが，事業の意思決定支援に関わるアドバイザリー・ビジネスパートナー業務には 50‒

60％の FP&Aしか携わっていないのが現状である。また，図表 4にあるように，FP&A

が使う業務時間の配分が 2010 年から 2019 年にかけてどう変化したかを，以前行われた

同様の調査との比較から観察することができる。これによると，アドバイザリー・ビ

ジネスパートナー業務のような価値を生む時間は回答企業全体として，平均 23%から

25%へ若干増えているようではあるが，明らかな差は見られていない。数字の収集・集

計・確認といった価値を生む前の段階の業務に使う時間を大きく削減することができて

いないようだ。

【図表 3】FP&A の担当業務（回答企業の全体に対する割合％）

FP&Aルーティンワーク アドバイザリー・ビジネスパートナー業務
担当業務 （%） 担当業務 （%）

FP&A
担当業務

予算管理
管理会計レポート作成
業績管理分析
長期計画・戦略策定

98%
90%
82%
72%

意思決定分析・支援
財務諸表モデリング
設備投資意思決定
ビジネスアドバイザリー

63%
62%
58%
52%

（出所）Figure 2: Scope of FP&Aより筆者作成

【図表 4】FP&A 業務の時間配分，全体を 100% とした場合の割合の平均値（%）

FP&A業務 2010 調査 2019 調査 増減
数字の収集と確認
集計，レポート作成，確認
価値のあるアドバイスを提供する

47%
30%
23%

42%
33%
25%

-5%
+3%
+2%

全体 100% 100% -

（出所）Figure 6: FP&A Time Allocationより筆者作成

5）FP&Aの分析業務について，その成熟度を①から④の４段階に分けている。①過去に

なにが起きたかの報告（回答企業の 31%）と，②なぜ起きたのか，これからどうすれば

よいのかの説明（47%）が大きな割合（①と②の合計が 78%）を占めている。③今後な

にが起きそうかの予測（17%）と，④次の行動の意思決定を促す（5%）というような将

来に関わる分析（③と④の合計が 22%）ができていると回答した企業は少ない，という

結果であった。

6）FP&Aに必要とされるスキルとしては，図表 5のようなスキルが回答企業によって選
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ばれている。経理財務スキルの中では，会計・財務の専門知識は上位に上がっておらず，

ファイナンス・ビジネスモデリングのスキルが 91%と上位に挙がっている。また，ソ

フトスキルの中ではビジネスパートナーとして貢献するためのスキルが 78%と重要視

されている。

【図表 5】　FP&A に必要とされるトップ 3 スキルと回答企業の全体に対する割合（%）

テクノロジー・分析 経理財務スキル ソフトスキル
スキル % スキル % スキル %

スキル データ管理 79% ファイナンス・
ビジネスモデリング

91% ビジネスパートナリング 78%

予測分析 68% 設備投資分析・計画 65% コミュニケーション・
プレゼンテーション

62%

業績管理 64% 原価管理 61% プロセスマネジメント 54%

（出所）Figure 3: Top Skills for FP&Aより筆者作成

7）このように FP&Aの役割にビジネスパートナーとしての変化が期待される中で，彼ら

の貢献をいかに評価すればよいかが課題となっている。調査によると，予算や予測の正

確さ（回答企業の 59‒68%）を評価基準としているところが多い。一方，関係者のフィ

ードバック（47％）や，原価削減の成果（38%）や，ROI分析の成果（21%）などの業

績向上への貢献を評価することを行っている企業もあるが，数は多くはない。

　この調査では，図表 3にあるように，管理会計担当者がビジネスパートナーとしてのアド

バイザリー業務を行っている企業は約半数程度であり，必ずしも役割変化がどの企業でも起

こっているわけではないことがわかる。また，図表 4にもあるように，全体では過去 10 年

の役割変化は小さい。役割変化が起こっているか，進行しているかどうかは，企業の規模や

業種，地域で異なると推測され，詳細の分析が必要である。

３．日本企業の管理会計担当者の役割に変化は起きているのか

　3. 1　日本企業の管理会計担当者の現状

　日本企業では，管理会計は特定の部門で担当されておらず，いくつかの部門に分散して実

行されている（加登ほか 2007, 53）。

　日本企業では，経理財務部門とは別に経営企画部門が置かれており，中期経営計画，単年

度予算管理，事業投資案件の評価・取りまとめなどは経営企画部門が担当していることが多

い。一般社団法人日本 CFO協会（2019）の調査によると，CFO（Chief Financial Officer）と

いう名称の役員が存在する日本企業は調査対象企業の 38%だったが，CFOと言っても欧米
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企業の CFOとは役割が違う場合が多い。日本企業の CFOは主に財務会計業務を担当し，管

理会計の主要な部分は経営企画または経営戦略担当役員が担当している。企業内で管理会計

担当者という名称が使われることはない。管理会計担当者の役割規定や，備えるべき知識・

能力の規定が存在するのかどうかは明らかではない。

　経営企画部門は，戦略マネジメント，組織設計，中期利益計画や予算管理を中心としたマ

ネジメント・コントロールに関する管理会計，トップマネジメントに関連した事務的業務な

どを主管する一方で，人事，法務，営業部門などの主管部門を支援するといったように，多

種多能の業務を担当している。管理会計機能のうち，オペレーショナル・コントロールは，

各現業部門で担当されており，経営企画部門が関与することは少ない（石川 2014, 113‒115）。

経営企画部門の構成員は，経理財務部門から選ばれることもあるが，社内の他部門から優秀

な人材が選抜されて配置されることが多く，必ずしも会計・コーポレートファイナンス等の

知識・経験を備えているとは限らない。経営企画部門以外でも事業部には事業企画，営業に

は営業企画，商品部には商品企画，製造工場には原価企画などといった企画担当者がいて，

彼らが管理会計担当者であると考えられるが，その実態は企業ごとに違い，明らかにされて

はいない。

　3. 2　福田による日米の管理会計担当者の研究

　日本においては管理会計担当者の研究は非常に少なく，福田による日米の管理会計担当者

の研究は貴重である。管理会計担当者の役割変化については，福田（2005）が 2004 年に米

国で行った米国企業の実態調査をまとめ，さらに 2007 年に日本で行った同じ質問内容の日

本企業の実態調査をまとめている（福田 2007）。日米の調査結果の正確な比較は，調査時期

や調査対象の相違があって難しいためか，福田自身は論文にまとめていない。

　例えば，図表 6が示すように，米国では，過去 10 年間で，1）データの収集と編集，2）

標準的な報告書の準備，といった伝統的な業務について約 40%の企業の業務量が減少したと

回答しており，一方，3）情報の分析と解釈，4）事業の意思決定への積極的な関与というビ

ジネスパートナーとしての役割を果たすための業務については 60%以上の企業が増加したと

回答しているため，役割の変化が起こっている可能性があると考えられる（福田 2005, 59）。

一方日本企業では 3）情報の分析と解釈が増加している，との回答は全体の 69.5%であるが，

4）事業の意思決定への積極的な関与が増加している，との回答は 46.2%であり，米国企業

を対象にした調査に比べて，増加したと回答する会社の割合は低かった。また，日本企業で

は 1）データの収集と編集，2）標準的な報告書の準備に関しても，増加しているとの回答が

多い。調査の時点では，4）事業の意思決定への積極的な関与に費やす時間は米国の 36.1%

に対して日本は 17.1%と，かなり低いという結果になっている（福田 2007, 79‒80）。
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【図表 6】過去 10 年の管理会計担当者の役割変化（％）

米国企業（2004 年調査）N=218 日本企業（2007 年調査） N=105

増加 変化
なし

減少 現時点で
の時間の
配分

増加 変化
なし

減少 現時点で
の時間の
配分

1）データの収集と編集 26.7 32.4 40.9 18.3 56.2 18.1 25.7 26.6

2）標準的な報告書の準備 20.6 35.4 43.9 15.4 41.9 41.9 16.2 27.0

3）情報の分析と解釈 67.7 26.4 5.9 29.8 69.5 25.7 4.8 27.6

4）事業の意思決定への積極的な関与 63.6 33.2 3.2 36.1 46.1 51.9 1.9 17.1

（出所）米国の数字は（福田 2005）の表 11，日本の数字は（福田 2007）の表 8より筆者作成

　図表 7が示すように，過去 10 年において，会計・財務担当者の数は，米国では増加した

と回答している企業の割合が 40.9%と多く，その変化の平均は 63.96%の増加であった。（福

田 2005, 53‒54）。米国では，1980 年代に財務的に危機的な状況に直面した多くの企業で間接

部門の人員の削減が行われた反動として，その後の人員の補充が進められた可能性があるが，

人員をなお削減している企業もあり，業務効率化や余剰人員の削減を進めているのであろう

と福田は推測している。一方，会計・財務担当者の数は日本では減少したと回答した企業の

割合が 39.4%と多かった。（福田 2007, 75‒76）。日本企業では，1990 年代に間接部門の人員

削減が行われたが，米国に比べるとその後の回復が見られないように観察できるが，理由は

明らかにされていない。

【図表 7】過去 10 年間における会計・財務部門の人数の変化

米国企業（2004 年調査）N=237 日本企業（2007 年調査） N=104
回答企業度数 割合（%） 変化率（%） 回答企業度数 割合（%） 変化率（%）

増加 97 40.9 +63.96% 25 24.0 +40%
変化なし 76 32.1 38 36.5
減少 64 27.0 -27.92% 41 39.4 -22.17%
合計 237 100.0 104 100.0

（出所）米国の数字は（福田 2005）の表 1，日本の数字は（福田 2007）の表１とその説明文より筆者作成

　福田（2006, 13‒14）は，米国企業の調査の結果，管理会計担当者の役割として，①ビジネ

スサポート役割（企業の収益性に貢献，事業目標達成の支援），②部門管理者との問題共有

とトップへの情報提供役割，および③事業への積極的な介入役割（意思決定の質の改善，ク

ロスファンクショナルチームの一員として多くの時間を過ごす），の 3つを発見している。

一方，同じ質問での日本企業の調査の結果，管理会計担当者の役割として，①管理者への情

報提供を通じたビジネスの支援と，②部門管理者の相談者，という二つの役割を発見したが，

米国で発見されたクロスファンクショナルチームの一員として意思決定に深く関与するとい
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う側面は発見されなかったと説明している（福田 2009, 80‒81）。ここでも，2009 年の時点で，

日本企業においては，管理会計担当者のビジネスパートナーとしての役割変化は米国企業ほ

ど進んでいなかった可能性が示唆される。

　福田の日米の質問紙調査の回答の比較から，日米の管理会計担当者の役割変化に違いがあ

るかの観察を試みたが，調査時期も調査対象も異なる調査の回答を集計した数字の大小を単

純に比較することには問題があると推測する。そもそも日本企業では管理会計担当者が誰で

あるかという定義が存在しない。福田から入手した質問紙によると，この調査では，「管理

会計担当者」の定義として，「企業内において経営者並びに管理者が利益計画の設定，予算

の編成，原価管理などの局面で必要な情報の提供といった管理会計に関わる業務に従事して

いる方々を指し，企業によって経理部門，財務部門，経営企画部門またはその他の名称の部

門に所属していることがあるが，所属している部門名を問わない」としている。この定義に

は「意思決定支援」の役割は含まれず，また，質問紙がコーポレート部門の経理財務・経営

企画担当者に送付されたとすると，実際に事業部門で意思決定支援をしている可能性のある

管理会計担当者には届いていないかもしれない。また，同じ質問紙には「全社の組織や戦略

について理解された管理会計担当者」に回答してほしいというコメントもあるため，事業部

にいる管理会計担当者が回答している可能性は低いと考えられる。

　福田の研究はその後継続されておらず，他の研究者による同様の研究は見当たらない。研

究の分野において，管理会計担当者の役割や貢献に関する関心は低いと言わざるを得ない。

　3. 3　実務家による，日本企業の経理財務組織の役割変化についての調査

　米国では IMA, CGMAや AFPのような管理会計担当者を対象とした団体が，資格認定，教

育・ネットワーキングなどの支援を行っており，管理会計担当者の役割変化についても調査

やレポート作成を行っているが，日本にはそのような管理会計担当者を対象にした広く知ら

れた団体や資格がない。

　一方，日本でも大手コンサルティング会社，ソフトウェア開発企業や一般社団法人日本

CFO協会などの団体では，研究目的ではないが，経理財務部門の役割変化を促す目的での意

識調査が頻繁に行われている。

　デロイトトーマツグループ（2018）は「ビジネスパートナー」を，「CFO組織としての人

材が事業部門と一緒になって事業戦略の構築や戦略転換の検討に参加・貢献し，事業上の意

思決定に貢献する姿を指す。さらに本来の経理財務としての数値管理能力，内部統制能力を

担保したままその任に当たることをミッションとする」と定義つけている。日本企業では，

現状の CFO組織または経理財務部門がこの機能を実現することは困難であると考えられる。

そもそも 3.1 節で示した通り，CFOと呼ばれる役職がある企業は 38%程度であり，それらが

CFO組織内に経営企画等の管理会計担当者を内包していない場合が多い。管理会計機能は経
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理財務部門以外の企画担当者によって行われている場合が多く，経理財務部門が連携・関与

することはあっても主管することは期待されていないという現状があるのだろう。

　日本企業の経理財務部門は，どのくらいビジネスパートナーとしての管理会計業務を実施

しているのだろうか。筆者が 2017 年に行った調査（池側 2019）において，経理財務部門が

どのような管理会計機能を主管すべきと考えているか，また実際に主管しているか，調査か

ら得られた回答集計の一部を図表 8に示す（池側 2019, 43‒44）。

【図表 8】経理財務部門が主管すべき・主管している管理会計業務，全体に占める回答企業の％
（主管すべきと回答している％が多い順）

（出所）（池側 2019）図表 8と 9より筆者作成

　図表 8において，回答企業の 50%以上が，経理財務組織が主管すべきと答え，実際に主

管しているのは，4.単年度予算の編成，5.単年度予算の進捗管理，18.一般管理費・販売費

の管理の 3機能に留まる。中期経営計画の策定や進捗管理は回答企業の 30%ほどの経理財

務部門が主管している。その下に続くのは，新製品の価格決定，設備投資・宣伝広告費など

の評価など，事業経営の意思決定に関わる業務であるが，経理財務部門が主管するのはおお

むね 20%程度となっている。これらの機能は，事業部に属する管理会計担当者によって主

5．単年度予算の進捗管理

4．単年度予算の編成

3．中期経営計画の進捗管理

18．一般管理費・販売費の管理

2．中期経営計画の策定

16．設備投資の可否判断・結果分析

8．各事業部の単年度予算の編成と進捗管理

6．M&A戦略・提携戦略推進

15．原価予算設定と進捗管理

14．原価低減のための分析・意思決定支援

1．ビジョン・事業領域の設定・再設定

17．宣伝広告費・販売促進費などの意思決定支援

9．経営会議の運営と資料とりまとめ

11．商品ごとの細かい単位での損益実績報告と分析

12．商品ごとなどの損益実績分析による意思決定支援

7．新規事業計画推進

13．新商品・サービスの原価目標・価格設定提案

10．非財務情報の収集・共有
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管されていると推測され，経理財務部門がビジネスパートナーとして直接意思決定支援をす

る組織構造にはなっていないのではないかと考えられる。

　デロイトトーマツ CFOプログラム（2016）は，日本企業の CFOを対象にファイナンス・

ビジネスパートナリングに関する調査を行い，ファイナンスが意思決定に初期段階から関与

することが重要であると感じている活動と実際の関与状況をまとめている。それによると，

M&Aや事業売却（関与すべき 97%，関与している 97%），設備投資計画（関与すべき 77%，

関与している 67%），新規事業開発（関与すべき 60%，関与している 53%）の 3項目は関心

も関与度も高いことがわかる。しかし，そのほかの研究開発投資，最適調達・生産・販売地

選定，購買先条件検討，需要予測・生産調整，営業・販売戦略，広告宣伝費投資判断，価格

戦略などの分野においては，関心も関与も 7‒17%と低い。日本企業の経理財務部門は取締

役会で承認が必要とされるような金額の大きい重要案件には関与するが，事業部での日常的

な意思決定の支援，ビジネスパートナリングには関心も関与も低い。経理財務がビジネスパ

ートナリングをすることの意義自体が知られていない可能性もある。

【図表 9】経理財務部門の意思決定への関与

（出所）（デロイトトーマツ CFOプログラム 2016）グラフ 9より筆者作成

　また，同じレポートで，ファイナンス（経理財務）が意思決定に関与するために重要と思

われる能力と実際の充足状況が調査されている。自社の戦略やビジネスモデル，収益構造に

関する理解（97%），企業戦略・事業戦略に関する知識（90%）が重要視されているが，充足

度はそれぞれ 67%と 43%となり，そのようなスキルをもった人材が不足していることがわ

かる。ネットワーキング力（13%），リーダーシップ（10%），交渉力（13%），イノベーティ

a．M&A，事業売却

f．設備投資計画

b．新規事業開発

c．研究開発投資

d．最適調達・生産・販売地選定

g．需要予測・生産調整

h．営業・販売戦略（セグメント，チャネル等）

i．広告宣伝費投資判断

j．価格戦略

e．購買先条件検討
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ブ思考（0%），等のソフトスキルは非常に充足度が低い。経理財務部門が意思決定に関与す

るために，これらの能力を充足させる必要があるようだ。

【図表 10】経理財務部門が意思決定に関与するために重要と思われる能力と実際の充足状況

（出所）（デロイトトーマツ CFOプログラム 2016）グラフ 10 より筆者作成

　3. 4　実務家による日本企業の経営企画部の役割に関する調査

　現在の日本企業において，主要な管理会計業務を担っている管理会計担当者は経営企画

部にもいると考えられる。株式会社日本総合研究所総合研究部門経営企画機能研究チーム 

（2016）の調査によると，経営企画部が主管している業務は図表 11 に示されている。経営企

画部は通常コーポレート部門に属し，全社の中期経営計画の策定や進捗管理，単年度予算の

取りまとめ等の管理会計業務を担当している。この中には，ビジネスパートナーとして社長

以下経営陣の意思決定を支援する業務が含まれていると考えられる。しかし，経営企画部の

業務は管理会計にとどまらず，人事・法務等の企画業務も含まれており，また，事業部のビ

ジネスパートナーとして意思決定を支援する業務は見当たらない。

　事業部には，それぞれ部内に企画・管理会計担当者がいると考えられるが，彼らは管理会

計の専門職として認識されておらず，その実態の研究も進んでいない。

b．自社の戦略やビジネスモデル，収益構造に関する理解

a．企業戦略・事業戦略に関する知識

c．自社のオペレーションに関する理解
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【図表 11】経営企画部門が主管部門として担当している業務のランキング

（出所）（株式会社日本総合研究所総合研究部門経営企画機能研究チーム，2016）図表 9より筆者作成。

４．まとめ

　海外では，管理会計担当者がビジネスパートナーとしての役割に変化する流れが見られ，

それに対する研究が進み，実務でも管理会計担当者に対する支援活動がさかんである。ただ

し，最近の調査によると，必ずしも海外のすべての企業で役割変化が起こっているわけでは

ないことがわかる。引き続き調査や論文を観察していく必要がある。

　日本では，海外での動向が伝えられ，コンサルティング会社等からの情報により，経理財

務部門が役割変化をすべきという一定の認識があるものの，実際に管理会計担当者の役割変

化が起こっているかどうかは，明らかにされていない。

　2.3 節で示した通り，管理会計担当者のビジネスパートナーとしての役割変化が起こる環

境変化として，管理会計担当者が事業部門に配置される組織構成があり，会計システムの整

備が進んで管理会計の標準レポートが自動的に作られて管理会計担当者がアドバイザリー業

務に充てる時間が増え，経営トップがそれを望む，等があると考えられる。日本企業でも，

それらの変化が起こっている企業では，管理会計担当者の役割変化も起こっている可能性が

ある。

2．中期経営計画の策定
3．中期経営計画の進捗管理

1．ビジョン・事業領域の設定・再設定
4．単年度予算の編成

24．経営トップ直轄の特命プロジェクト推進
5．単年度予算の進捗管理

8．M&A戦略・提携戦略推進
23．取締役会等の会議体事務局

9．グループ会社の管理
16．資本政策・配当政策見直し，IR推進・強化

14．組織構造の見直し・拠点再編
19．コーポレートガバナンスコード対応

15．組織風土・文化の改善・改革
10．新規事業推進

18．CSR・環境経営推進
22．コンプライアンス推進

17．監督官庁対応・補助金対応
13．中長期要員計画
6．海外展開推進

20．ICTの活用推進
11．事業継承・後継者選定

7．海外拠点の管理
12．将来を担う経営人材の育成
21．ダイバーシティ経営の推進

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

主管している
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　しかし，そもそも日本企業の管理会計担当者の現状が海外とは違う点がある。日本では管

理会計担当者が経理財務部門，経営企画部門，その他の事業部・部門にいるなど，ひとつの

部門に属していないため，体系だった採用・教育・人材育成ができない状況にあると考えら

れる。また，経理財務部門はM&Aや新規事業投資といった取締役決議にかかるような重要

案件に関しては関心を持ち，関与したいと考えているが，事業部で日々起きているような意

思決定には関心が低く，関与する役割を持っていないようである。経営企画部門はコーポレ

ート部門に属して経営陣の事務局・特命係として管理会計以外の雑多な業務も担当している。

経営トップが，管理会計担当者の役割変化の意義を認識しているかどうかについても研究が

されていないので不明である。

　次のような懸念もある。

•この論文で紹介した質問紙調査は，企業グループのコーポレートレベル（本社あるいは

持株会社）の経理財務組織のトップに回答を依頼しており，事業部門に配置されている

経理財務担当者からの回答を得られていないと考えられる。本社や持株会社レベルの管

理会計担当者が意識するビジネスパートナーの役割と，事業部門レベルの管理会計担当

者が意識するビジネスパートナーの役割は必ずしも同一ではないため，これらの調査で

集められたデータから，ビジネスパートナーとしての役割（あるいは意識）が組織内に

どの程度まで浸透しているのかを確かめられてはいない。

•福田（2005，2007）や APQC（2019）では，本社や持株会社の管理会計担当者が回答す

ることを前提に質問が構成されていると考えられ，事業部門レベルでのビジネスパート

ナリングの状況はほとんど知ることはできない。これは，Shiegel et al.（2003a，2003b）

についても同様である。

•池側（2019），デロイトトーマツ（2018）の調査には，経理財務部門の事業部門におけ

るビジネスパートナリングを意識した質問項目が含まれている。たとえば，購買先条件

検討，需要予測・生産調整，広告宣伝費投資判断，価格戦略などである（図表 9参照）。

しかし，事業部門にかかわる質問項目に対しては関心も関与も低い。これも本社レベル

の業務を担当する回答者が答えているとすると，やむを得ないと言える。

　今後の研究では，トップマネジメントのビジネスパートナーとしての CFO（あるいは経

理部門・企画部門トップ）の役割を観察することと並行して，事業部門に配置されている管

理会計担当者が事業部門責任者のビジネスパートナーとして果たす役割も観察する必要があ

る。
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